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平成２６年（ネ）第１２６号  大飯原発３，４号機運転差止請求控訴事件  

一審原告 松田正  外１８４名  

一審被告 関西電力株式会社  

控訴審第３１準備書面  

平成２９年１月２４日  

名古屋高等裁判所金沢支部民事部第１部Ｃ１係  御中  

一審原告ら訴訟代理人弁護士  佐 藤 辰 弥   

同         弁護士  笠 原 一 浩   

                               ほか  

 

 本準備書面は，第１において平成２８年１２月９日付けのレシピの修正，

第２において別事件で実施された藤原広行氏の書面尋問の内容，第３で平成

２８年１０月２１日に発生した鳥取県中部地震，第４でひずみ集中帯につい

て述べ，本件原発の基準地震動に係る一審原告らの主張を補充するものであ

る。  
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第１ 「レシピ」の修正について  

 １ 概要  

 政府の地震調査研究推進本部地震調査委員会（「推本」）は，平成２８

年１２月９日付けで，同年６月１０日付けで改訂されたばかりの「震源

断層を特定した地震の強震動評価手法」（「レシピ」）について，「修正」

ないし「表現の誤り等を訂正」した（甲４２２，４２３）。  

   修正点は細かい点も含めるとやや多岐にわたるが，特に本件と関連す

る主要な部分について以下に述べる。  

 ２ 知見の未成熟性と震源断層の設定  

   レシピの冒頭部分（１頁）には，以下の１段落が新たに付け加わった。  

   ここに示すのは，最新の知見に基づき最もあり得る地震と強震動を評

価するための方法論であるが，断層とそこで将来生じる地震およびそれ

によってもたらされる強震動に関して得られた知見は未だ十分とは言え
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ないことから，特に現象のばらつきや不確定性の考慮が必要な場合には，

その点に十分留意して計算手法と計算結果を吟味・判断した上で震源断

層を設定することが望ましい。  

   まず，レシピは「最新の知見」ではあるものの「最もあり得る地震と

強震動を評価するための方法論」に過ぎないことが明記された。つまり，

施設の重要性に鑑みて確率は低くとも甚大な被害を及ぼし得る強震動を

考慮しなければならない場合については，レシピに記載された方法論に

満足することなく，さらに相応の保守性を確保できる手法を模索すべき

とのメッセージがより明確に発せられることになった。  

続く「特に現象のばらつきや不確定性の考慮が必要な場合」とは，高

度の耐震安全性が求められばらつきや不確かさの考慮について規制基準

で要求されている原発の基準地震動を策定する場合を含むことは明らか

である。レシピを用いて基準地震動を策定する場合，現象のばらつきや

不確定性に十分留意して計算手法と計算結果を吟味・判断した上での震

源断層を設定することが求められることは言うまでもないが，このよう

な記載を推本が敢えて「表現の誤り等を訂正」する形で新たに盛り込ん

だことからは，原発の基準地震動において「レシピ」が適用されている

場面での計算手法や計算結果の吟味・判断が不十分であるというメッセ

ージを発する意図が読み取れる。  

 ３ （ア）と（イ）の記載の修正  

   「レシピ」の「1.1 活断層で発生する地震の特性化震源モデル」「1.1.1 

巨視的震源特性」において，平成２０年４月１１日の改訂以降，「（ア）

過去の地震記録などに基づき震源断層を推定する場合や詳細な調査結果

に基づき震源断層を推定する場合」として入倉・三宅式等により地震モ

ーメントを設定する手法が記載されていた。それと並び，「（イ）地表の

活断層の情報をもとに簡便化した方法で震源断層を推定する場合」とし
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て松田式等により地震規模を設定し，それに合わせて震源断層面積を修

正する方法が記載されていた（控訴審第１３準備書面９頁）。  

平成２８年１２月９日付けの修正ではこの（ア）と（イ）の表題部分の

記載が改められ，「（ア）過去の地震記録や調査結果などの諸知見を吟味・

判断して震源断層モデルを設定する場合」，「（イ）長期評価された地表の

活断層長さ等から地震規模を設定し震源断層モデルを設定する場合」と

されるに至った。  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   一見すると変化が分かり難いが，（ア）については従前，「過去の地震

記録などに基づき震源断層を推定する場合」及び「詳細な調査結果に基

づき震源断層を推定する場合」と，２つの場合が並列的に並べられてい

たのが，「詳細な調査結果に基づき震源断層を推定する場合」が削除され，

「過去の地震記録や調査結果などの諸知見を吟味・判断して震源断層モ

デルを設定する場合」へと一元化された。これは，（ア）の手法を適用す

るためには，「詳細な調査結果」があるだけでは足りず，基本的に過去の

地震記録と調査結果とが合わせて必要になるということを意味している。

（イ）については従前，「簡便化した方法」とされていたことにより，（ア）

（ア）過去の地震記録などに基づき 

震源断層を推定する場合や 

詳細な調査結果に基づき震源断層

を推定する場合  

（ア）過去の地震記録や調査結果

などの諸知見を吟味・判断して 

震源断層モデルを設定する場合  

（イ）地表の活断層の情報をもとに

簡便化した方法で震源断層を推定

する場合  

（イ）長期評価された地表の活断層

長さ等から地震規模を設定し 

震源断層モデルを設定する場合  

修正  修正  
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よりも厳密さを欠くものと見なされることもあったことから，この部分

の記述が削除された。また，（ア）（イ）ともに，「震源断層を推定する場

合」との記載は「震源断層モデルを設定する場合」へと改められた。  

   この修正の趣旨は，推本でレシピの作成・改訂を担当している強震動

評価部会の部会長及び同部会強震動評価手法検討分科会の主査を務める，

纐纈一起東京大学地震研究所教授の近時の見解を参照することで，より

明確になる。纐纈教授は島崎氏の問題提起と自身による熊本地震の分析

を経た上で，①大地震が起こる前にいくら詳細な活断層調査を実施して

も震源断層の長さや幅を推定することは困難であること，②活断層の地

震の地震動予測には（ア）よりも（イ）の方法を用いるべきこと，③電

力会社が採用している（ア）の方法では過小評価になること，を述べて

いる（甲３５０「東洋経済オンライン」，甲３６０「日本地震学会秋季大

会予稿」等参照）。  

   これと前記１のレシピ冒頭の加筆部分を合わせれば，原子力事象者が

「詳細な調査」を実施しているとして「断層モデル」では悉く（イ）の

手法を採らず，（ア）の手法だけを採用して震源断層モデルを設定してい

る現状を推本が憂慮し，これを改めさせるための表現の修正であること

は優に推認できる。  

   レシピの「1.1 活断層で発生する地震の特性化震源モデル」では，従

前より，「モデルの不確定性が大きくなる傾向がある」ことから，「複数

の特性化震源モデルを想定することが望ましい」とされてきた。レシピ

の趣旨として，これを原発のような重要施設の耐震設計に用いるならば，

（ア）の手法と（イ）の手法を併用してより保守的な想定を心掛けるべ

きこととされていることは，より明確になったと言える。  

 ４ 静的応力降下量３．１MPa 適用範囲の加筆  

   平成２８年６月１０日改訂のレシピでは，円形破壊を仮定せず，
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Somerville et al.(1999)によりアスペリティ面積比を２２％，Fujii and 

Matsu ’ura(2000)により静的応力降下量を３．１MPa とする取扱いの対

象について，暫定的に，「断層幅と平均すべり量とが飽和する目安となる

Mo=1.8×1020（N･m）を上回る断層の地震」であるとされていた（甲３

７１・１２頁）。  

   同年１２月９日修正のレシピでは，この暫定的な適用範囲が以下のよ

うに修正された（甲４２２・１２頁）。従前のものは下記 (i)に相当するも

のであるが，それに (ii)が加わった形になる。  

  (i) 断層幅と平均すべり量とが飽和する目安となる Mo=1.8×1020（N･m）

を上回る地震。  

  (ii) Mo=1.8×1020（N･m）を上回らない場合でも，アスペリティ面積比

が大きくなったり背景領域の応力降下量が負になるなど，非現実的な

パラメータ設定になり，円形クラックの式を用いてアスペリティの大

きさを決めることが困難な断層等。  

   以上の記載により，Mo=1.8×1020（N･m）を上回らない場合でも暫定

的に Fujii and Matsu ’ura(2000)の応力降下量を適用することがレシピ

上許容されることとなったが，１審被告が主張するような，アスペリテ

ィ面積比が３０％を超えれば当然に Fujii and Matsu ’ura(2000)の応力

降下量の適用が許容されるという記載にはなっていない。むしろ背景の

応力降下量が負になる場合が明記されるようになったことは，Fujii and 

Matsu ’ura(2000)の適用範囲をアスペリティ面積比が５０％以上で背景

領域のすべり量が負になる場合とする１審原告らの主張（控訴審第２４

準備書面２４頁以下）に沿うものである。  

   仮に本件において Fujii and Matsu ’ura(2000)等の適用が全否定され

るものでないとしても，やはり１審被告の適用の仕方には問題がある。

レシピでは平成２８年６月１０日改訂版から，「断層幅のみが飽和するよ
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うな規模の地震に対する設定方法に関しては，今後の研究成果に応じて

改良される可能性がある。」と規定されている（甲３７１・１２頁）。同

年１２月９日付け修正においては，前記 Fujii and Matsu’ura (2000)の応

力降下量等の適用対象の記載に続いて，この規定は維持されている。元々

新 し い 知 見 が 得 ら れ る ま で の 暫 定 値 に 過 ぎ な い Fujii and 

Matsu’ura(2000)であるが，同年１２月９日付け修正において，断層幅は

飽和するがすべり量は飽和しない範囲でこれを適用する場合には不確
．．

定性が
．．．

特に
．．

大きくなる
．．．．．

ことを警告する趣旨が加わったと言える。  

   本件で問題となっている FO-A～FO-B～熊川断層について，１審被告

は Mo=5.03×1019（N･m）（傾斜角７５°以外のケース）若しくは Mo=5.59

×1019（N･m）（傾斜角７５°のケース）と設定しており，レシピに記

載された閾値上（レシピ４，５頁参照），断層幅のみが飽和する場合（7.5

×1018（ N ･m）≦ Mo≦ 1.8×1020（ N ･m））に該当する。 Fujii and 

Matsu’ura(2000)の応力降下量を適用することによって妥当な地震動評

価を導くことについての不確定性が特に大きい
．．．．．

場合に該当し，過小評価

とならないためには多様な評価手法が検討されるべきである。  

   この点，長沢啓行・大阪府立大学名誉教授は，松田式を使う手法を採

用した上，Fujii and Matsu’ura(2000)の応力降下量を不適用としつ

つ，アスペリティ面積比は２２％に固定する手法を適用し，FO-A～

FO-B～熊川断層のアスペリティ応力降下量を２６．５MPa（断層面積

を変えない場合）若しくは２０．６MPa（修正レシピで断層面積を変

えた場合）という計算結果を導いている（甲２０３「高浜 3･4 号と大

飯 3･4 号の基準地震動は過小評価されている」２６頁，甲３５６「島

崎邦彦氏の問題提起と 2016 年 6 月改訂新レシピは原発基準地震動の根

本改定を求めている」９，１２頁）。アスペリティ面積比のみを一定と

する手法は，日本地震学会２０１６年度秋季大会において，防災科学技
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術研究所の藤原広行氏らのグループによっても提案されている（甲４２

８「熊本地震を踏まえた強震動評価の課題（その２）」）。FO-A～

FO-B～熊川断層の応力降下量いては，こういった多様な知見を踏まえ

て余裕を持った想定をするのがレシピの趣旨に適う。  

   ところが１審被告は，FO-A～FO-B～熊川断層のアスペリティ応力降

下量を１４．１MPa にしか設定していない。これはレシピにおいて，

一応「既往の調査・研究成果とおおよそ対応する数値となる」とされて

いる約１４．４MPa よりも小さく，過小評価であることは明らかであ

る。  

    

第２ 藤原広行氏の書面尋問等について  

 １ 藤原氏書面尋問の概要  

   函館地方裁判所に係属している別事件（平成２２年 (行ウ )第２号ほ

か）において，原子力規制委員会の地震・津波検討チームに外部有識者

として参加した藤原広行氏（防災科学技術研究所社会防災システム研究

部門長）の書面尋問が実施され，平成２８年１２月１８日付けでその

「質問回答書１」（甲４２９）が同裁判所に提出された。  

「質問回答書１」では，概ね，第１項から第６項までは基準地震動

一般に関する質問・回答，第７項から第１３項までは青森県下北郡大

間町に立地する大間原子力発電所の基準地震動に関する質問・回答と

なっている。  

   このうち，後半の第７項から第１３項までの質問について，藤原氏

は，大間原子力発電所の設置変更許可申請書の送付を受けていながら，

「現状私が把握している情報のみからは適切な回答を述べることができ

ません。こうした審査に関わる内容について，専門家としての見解を述

べるためには，事業側及び審査側からの詳細な説明を受けた後，その内
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容に対して質疑を行い，それに対する回答を踏まえた上での判断を行

い，考えを取り纏めるというプロセスが必要です。これが実現できない

状況では，責任のある発言を行うことができません。」と述べ，回答を

差し控えている（但し入倉・三宅 (2001)に関する第１１項を除く）。回

答がなされたものについても，非常に慎重な言い回しがなされている。  

   このように，藤原氏は極めて慎重な態度で函館地裁の書面尋問に臨ん

だのであり，それだけに，回答がなされた部分については，強震動地震

学の専門家として責任ある見解が述べられたものと解することが出来

る。  

 

２ 検討用地震の選定の妥当性  

   藤原氏は，新規制基準に自身の意見が反映されていないところとし

て，「表現が定性的で定量化されていない部分が残っているところ」（２

(2)）と証言した。  

その上で，検討用地震の選定の妥当性の基準について，「判断の前提

となる地震動のハザードについて確率論的なモデルを構築した上で，

安全目標に照らし，超過確率等の定量的な指標に基づき基準が定めら

れるべきと考えます」（２ (3)）と証言している。  

  例えば，１審被告は，大飯原発の基準地震動策定に当たり，内陸地

殻内地震について，FO-A~FO-B~熊川断層から発生する地震，上林川

断層から発生する地震を検討用地震として選定しているが，何故それ

を採用するのが妥当と言えるのかについて，確率論的なモデルの構築

も，定量的な評価も，安全目標との照合も，何も行っていない。  

 

３ 不確かさの重ね合わせの必要性  

   藤原氏は，不確かさの考慮についての基準として，「様々な種類の不
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確かさが残っている現状を考えますと，個人的な意見ではございます

が，個々のパラメータごとに不確かさを考慮するだけでなく，必要に応

じて不確かさの重ね合わせを適切に行うことが必要であると考えます。

特に，認識論的不確定性がある中では，不確かさを重ね合わせて評価す

ることが重要と考えます。」（２ (4)）と証言し，不確かさの重ね合わせ

の必要性を強調している。  

   本件において，１審被告は，次の表のとおり，例えば FO-A~FO-B~

熊川断層について，短周期の地震動レベル，断層傾斜角，すべり角，破

壊伝播速度，アスペリティ配置について，基本的に重ね合わせがなく，

短周期の地震動レベルと破壊伝播速度の不確かさを重ね合わせる場合に

短周期の地震動レベルを１．２５倍に切り下げてしまっているのは，基

準地震動を抑制する意図によるものと言わざるを得ない。不確かさの重

ね合わせが極めて不十分であり，地震動についての知見の未成熟性を補

うことが出来ていない。  
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【平成２８年２月１９日付け「大飯発電所  地震動評価について」 1７８頁】  

 

   さらに，藤原氏は，「我々の認識が足りないところ，あるいは方法論

としてもまだ不成熟で足りないところ，いろんなタイプの不確かさ」を

考慮する方法として，「認識論的な不確定性についてはロジックツリー

など用いたモデルを構築することが望ましい」（２ (5)）と証言してい

る。  

   本件において，１審被告は，例えば FO-A~FO-B~熊川断層の応力降

下量に関し，Fujii and Matsu ’ura(2000)という認識論的不確定性が非

常に大きい知見 2を採用していながら，ロジックツリーなど用いたモデ

                                                   
1 https://www.nsr.go.jp/data/000140520.pdf  
2 入倉 (2004)では「（Fujii and Matsu ’ura(2000)の）式の物理学的な意味での有効性

については，３次元の動力学モデルに基づく理論的検証および観測データに基づく検

証の両面の検討が必要とされる」（甲⑨・４頁），「Fujii and Matsu ’ura(2000)による

(2)式を用いると全破壊域での平均応力降下量は一定となる。この問題に関してデー
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ルを構築するようなことは一切行っていない。  

 

４ 偶然的ばらつき  

   藤原氏は，松田式や入倉・三宅式のばらつきについて，「偶然的ばら

つきとして扱う必要がある」（６ (2)）「必要に応じて他の要因によるば

らつきと重ね合わせて考慮する必要がある」（６ (1)）と証言している。

また，「偶然的ばらつきに関しては確率変数としてハザード計算を行う

ことが望ましい」（２ (5)）とも証言している。  

   本件において，１審被告は，松田式や入倉・三宅式の偶然的ばらつき

に関しては，一切無視し，これを考慮していない。  

 

５ 入倉・三宅式による過小評価のおそれ  

   藤原氏は，入倉・三宅式を用いて地震モーメントを推定する場合の過

小評価のおそれを指摘する島崎氏の見解について，「妥当性については

一概には言えません」（１１ (1)）としつつも，「島崎氏が懸念する条件

がそろった断層での地震動の評価に関して，従来から用いられている手

法を適用し，かつ，ばらつきなど考慮せず平均値のみを用いると仮定し

た場合に限っては，妥当な場合もあり得る」（１１ (2)）と証言してい

る。  

   本件において，１審被告は，西日本の横ずれ断層である FO-A~FO-

B~熊川断層につき，断層傾斜角は基本的に鉛直，地震発生層の厚さは

１５ｋｍと想定しており，島崎氏が懸念する条件はそろっている。ここ

において入倉・三宅式を適用するに当たり，従来から用いられている手

                                                   
タに基づく検証は未だ十分なされていない。今後の検討課題の１つである。」（同９

頁），「このようにして得られる平均応力降下量が物理的に有効かどうかは，この値を

用いて得られる計算結果と観測記録との比較による検証が必要である。」とされてい

る。  
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法を適用しており，ばらつきなどは一切考慮していない。したがって，

藤原氏の証言によっても，島崎氏の指摘は本件において妥当すると言う

べきである。  

   さらに藤原氏は，入倉・三宅式による過小評価のおそれを解消ないし

低減させる方法の一案として，断層下端の深さについて深めに設定し，

断層上端を地表面まで面を張るなどして断層面を拡張すること，及び入

倉・三宅式においてばらつきを考慮したパラメータ設定を行うことを証

言している（１１ (3)）。なお，藤原氏は新聞社のインタビューでは，

「断層の幅を１８キロ以上に設定することにしておけば，（入倉・三宅

式による）過小評価の危険は減らせる」「極めて高い安全性が求められ

る原発の基準地震動の場合は，十分な余裕をみて断層の長さや幅を大き

く設定しておくことが必要だ。関西電力大飯原発のように活断層のすぐ

そばにある原発は，特に大きな余裕を見ておかなければならない」とコ

メントしている（甲４２６ 平成２８年１２月１９日付け大分合同新

聞）。  

   本件において，１審被告は，FO-A~FO-B~熊川断層の断層下端深さ

は１８ｋｍにしか設定していないから深めの設定とは言えず，断層上端

も地表３ｋｍの位置にしか設定していない。入倉・三宅式のばらつきを

考慮したパラメータ設定もしていない。断層幅は１５ｋｍ（傾斜角７

５°以外のケース）若しくは１５．５ｋｍ（傾斜角７５°のケース）に

過ぎず，断層が敷地近傍にあることに鑑みた特に大きな余裕の設定もし

ていない。  

 

６ 震源を特定せず策定する地震動  

   「震源を特定せず策定する地震動」の「各種不確かさ」の扱いについ

て，藤原氏は，「長期的な課題として検討が必要なもの」と断りつつ
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も，「敷地で発生する可能性のある地震動全体を考慮することができる

ように，実際に観測された地震動記録の位置付けを確認したうえで，将

来起こりうる地震動を包含するようなハザードモデルを構築し，地震動

レベルの設定を行う必要がある」（３ (2)）と証言している。  

   藤原氏において，本件で１審被告が行っているような，特に既往最大

という訳でもない，偶々観測された北海道留萌支庁南部地震 HKD020

観測点や鳥取県西部地震賀祥ダムの各観測記録を直接用いるような方法

では，不十分であると認識していることは明白である。  

 

７ 小括  

   以上の通り，藤原氏の証言からしても，本件基準地震動が不十分，不

適切なものであることは明白である。  

   その原因の１つは，原子力規制委員会において，基準地震動に係る新

規制基準の検討を十分に行われないまま，これを施行し審査を進めてい

ることにある。不十分な規制基準に基づく適合性審査では大飯原発の耐

震安全性は確保されない。規制当局の怠慢を正すため，司法における毅

然とした判断が求められている。  

 

第３ 鳥取県中部地震の観測記録  

平成２８年１０月２１日，鳥取県中部でＭｊ６．６（Ｍｗ６．１）の地

震が発生した（甲４３１「2016 年 10 月 21 日鳥取県中部の地震の評価」）。ウ

ラン濃縮施設がある日本原子力研究開発機構の人形峠環境技術センター

（岡山県鏡野町）では，一時外部電源が失われ，非常用電源が起動して

いる。推本は臨時会を開き，この地震がこれまで知られていない断層に

よって起きたとする見解を示した（甲４３２「鳥取県中部の地震  未知の断層

が原因  政府調査委見解」）。すなわち，現在のガイドの枠組みからする
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と，この地震は「震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地

殻内地震」であり「地表地震断層が出現しない可能性がある地震」とし

て，全国共通に考慮しなければならない地震である（審査ガイド

Ⅰ.4.2.1 参照）。  

この地震によって観測された最大の加速度は， K-NET 倉吉（ TTR005）

で観測された１３８１ガル（東西方向）とされている（甲４３３「2016 年

10 月 21 日鳥取県中部の地震による強震動」）。この地震ははぎとり解析を行

えば，１審被告の「震源を特定せず策定する地震動」を超える可能性が

十分にある。  

審査ガイドの１６地震が選定されて以降も，例えば，２０１３年４月

１３日淡路島付近の地震（Ｍｊ６．３，最大加速度は HYG026 の５７４ガ

ル（東西方向）），２０１６年６月１６日内浦湾の地震（Ｍｊ５．３，

最大加速度は HKD157 の８７０ガル（東西方向））など，「震源を特定せ

ず策定する地震動」となり得るそれなりに大きな観測記録が得られてい

るが，今回の鳥取県中部の地震の TTR005 の地震動記録は，これらよりも

遥かに大きな数値であり，重要な観測記録となり得る。  

   だが，これまでのように，原子力事業者が積極的に調査せず，信頼で

きる地盤情報がないと審査会合で言えば，規制当局はこれを漫然と許容

することになるであろう。つまり現状では，藤原氏が提言するような包

括的なハザードモデルの構築はおろか，貴重な観測記録の調査・検討す

ら事業者には期待できない状況である。このような悪しき慣例も，放っ

ておけば，次に日本で深刻な原発事故が発生するまで改められない。  

   繰り返しになるが，このような状況であるからこそ，司法による厳正

な判断が強く求められている。  
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第４ 若狭湾地域はひずみ集中帯  

   防災科学技術研究所の「ひずみ集中帯の重点的調査観測研究プロジェ

クト」（甲４３４）によっても，大飯原発の立地地域はひずみ集中帯に属

し，大きな地震が発生し易い地域性を有している。  

   京都大学防災研究所の西村卓也准教授は，ひずみ集中帯が形成される

原因を説明する仮説として，従来１枚のプレートと考えられてきた西日

本が，より詳細に見ると複数の小さなブロック（マイクロプレート）に

分かれるという考え方を提唱している（甲４３５）。西日本におけるＭ７

以上の地震の記録を遡って見ても，２０１６年熊本地震（Ｍ７．３），２

００５年福岡県西方沖地震（Ｍ７．３），２０００年鳥取県西部地震（Ｍ

７．３），１９９４年兵庫県南部地震（Ｍ７．３），１９４３年鳥取地震

（Ｍ７．２），１９２７年北丹後地震（Ｍ７．３）と，西日本における近

年の大規模な内陸地殻内地震は，ほとんどがこのブロック境界上で発生

している。既知の活断層の有無にかかわらず，このブロック境界上では

大規模な地震が発生しているのが特徴である。  

   大飯原発の近傍を含む若狭湾沿岸にも，このブロック境界が走ってい

る。そのように危険な場所で原子炉が運転されれば，１審原告らの人格

権侵害のおそれはいつ発生するとも知れないことになる。  
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【甲４３５  西村卓也「西日本のひずみ集中帯」図４に文中のＭ７地震の震源を加筆】  


